
事業番号 15 02 03 事業改善シート （令和３年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

E-mail gimukyo@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標

総合的に展開
する重点政策

1-2 地域とともに取り組む楽しい学校づくり

事　業　名 学校現場業務改善事業費
部局 教育委員会事務局 課・室 義務教育課

実施期間 H29 ～

Ｒ３年度
目標値

２　令和３年度事業内容

予算のポイント・
主な取組（予定)

✓　「学校における働き方改革推進のための方策」に基づく取組を推進
・教職員の１年間を通した在校等時間等を把握するための新たな調査を実施（拡充）
・教職員のワークエンゲイジメント調査の実施（新規）
・調査結果の分析・公表、市町村教育委員会や学校の取組の工夫等を好事例として紹介

✓　学校における働き方改革推進会議を開催
・「学校における働き方改革推進のための方策」に基づく県教育委員会、
　市町村教育委員会、県ＰＴＡ連合会それぞれの取組について意見交換し、
  取組を加速
・「方策」に基づく取組の課題等については、専門家等による検討会議を
　開催し、課題解決を図る

１　現状と課題

目指す姿
・

これまでの取組

【目指す姿】
　すべての学校で、教員が指導力を一定以上に高め、すべての授業で、質の高い授業を実現する。
　そのために、学校と教員が担うべき業務を明確にし、分業化、協業化を進め、教員が授業づくりや子供たち
の指導に専念できる環境づくりを推進する。
【これまでの取組】
　・「学校における働き方改革推進のための方策」の策定に向け、働き方改革推進会議等を開催
　・時間外勤務時間調査の実施、結果の公表
　・県統一仕様の統合型校務支援システム導入説明会等の開催
　・「働き方改革通信」を発行し、国の動向や県内市町村・学校の好事例を紹介

令和２年度
点検結果

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

・公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別
措置法の一部を改正する法律に伴う業務量の適切な管理等に
関する指針、教職員の勤務時間の上限を踏まえた働き方改革
の取組を推進していくための具体的な方策が必要。
・国の「指針」に示された「在校等時間」の定義や把握、持
ち帰り仕事等については、県内の小・中・義務教育学校の教
職員の勤務実態を踏まえ、全県で統一した考え方が必要。

・市町村教育委員会や関係団体等と働き方改革推進会議を開催
し、「学校における働き方改革推進のための方策」について共
に検討しながら、市町村教育委員会や学校にとって、より実効
性のある方策を策定する。
・「在校等時間」の定義や把握、持ち帰り仕事等の課題につい
ては、専門家等による検討会議で協議し、全県で統一した考え
方を示していく。

4,360300校

321

 決　算　額（B） 7,621

指標の状況及び目標値　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし ］

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区分（単位：千円） Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

No 成果指標 H30年度 R１年度

当初予算 3,500 497
要求 321

予算案 321

R２年度末
（見込）

うち一般財源 0 497
要求 321

予算案

予算案
95%

予
算
額

前年度繰越 0 0

合計（A) 7,860 497
要求 321

0

321

補正予算

予算要求からの
主な変更点

要求どおり

職員数（人） 1.0 1.0 1.0

成果指標
設定理由

・教員の時間外勤務を、厚生労働省告示「労働時間の延長の限度等に関する基準」に示されている１ヵ月
　45時間以下を目指す。
・「学校における働き方改革推進のための基本方針」に基づく取組として、勤務時間の客観管理を推進。

3

勤務時間の客観管理
実施率

38%

264校 ↗ 280校 ↗

2 75% ↗ 86.7% ↗

1
12月の時間外勤務時
間1人当たり45時間
以下の学校数

263校
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学校における働き方改革推進会議（年１回）、学校現場における業務改善加速事業
専門家等による検討会議（年３回）をの開催

1 学校現場業務改善事業費 直接

学校現場業務改善事業費

要求

予算案

321

Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和３年度　実施内容（予定）

□当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

細事業名

321

事　業　名 学校現場業務改善事業費 部局 教育委員会事務局 課・室 義務教育課

細事業
No.

1

Ｒ３年度
当初予算

3,500 497

千円 千円

事業番号 15 02 03 事業改善シート （令和３年度実施事業分）
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